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２ . ４ . １　概要

　JICAでは、評価結果を事業の改善や説明責任を
確保する手段として活用し、広く事業に対する国
民の理解と支持を得ながら、より効果的・効率的
な事業を実施することを目的に、事業評価を行っ
ています。
　JICAは、2003年の独立行政法人化に伴い、結果
重視の事業運営と、説明責任の確保がより強く求
められていることから、評価体制の拡充・強化を
進めてきました。2008年10月には、技術協力に加
え、円借款、無償資金協力も一元的に実施する機
関として新JICAが発足することから、さらなる評
価の質の向上、評価結果の客観性と透明性の向上
に向けて、取組を強化しています。その一環とし
て、事業の実施においては、事前から事後までの
一貫した評価を行いつつ、外部有識者等の活用や、
外部有識者事業評価委員会による二次評価の実施
などにも取り組んでいます。
　JICAの事業評価は、個別のプロジェクトを対象
としたものと、複数のプロジェクトから構成され
るプログラムを対象としたものに分類されます。
プロジェクト・レベルの評価は、個別のプロジェ
クトの協力開始前から協力終了後までの各段階に
おいて行っています。事業の妥当性や協力効果等
をできるだけ客観的に判断するとともに、対象プ

ロジェクトの計画・運営に活用し、協力終了の可
否を判断するほか、評価から得られる教訓は、類
似プロジェクトをより効果的・効率的に計画・実
施するために活かされています。
　プログラム・レベルの評価は、特定の国や開発
課題、特定の協力形態に関連する複数のプロジェ
クトを取り上げて、総合的かつ横断的に評価し、
対象とする国や開発課題に共通する事項をできる
限り一般化し、よりフィードバックしやすい教訓
の抽出を図るものです。評価結果は、個別プロジ
ェクトの計画・実施にフィードバックされるだけ
ではなく、よりよい事業実施のための包括的な取
り組みとして、国別の事業実施計画や協力アプロ
ーチの改善などに活用されます。
　JICAではこれら事業評価を実施するとともに、
評価の質の向上と、評価結果の事業へのフィード
バックの強化のため、2003年度から評価主任制度
や評価ネットワークを導入し、さらに評価結果を
活用した優良事例の収集・知見の蓄積に取り組ん
でいます。また、評価結果の活用促進と説明責任
の遂行の観点から、報告書の一般公開や、評価結
果要約のホームページへの迅速な掲載に努めると
ともに、プログラム・レベル評価を中心とする主
要な評価結果を、日本国内や被援助国の関係者に
フィードバックするため、評価セミナーを開催し
ています。

２ . ４　国際協力機構（JICA）の評価結果
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２ . ４ . ２　プログラム・レベル評価

（１）特定テーマ評価
　　 「プログラム評価「南スラウェシ州地域開発プログラム」（インドネシア共和国）」
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■評価調査の背景・目的
　インドネシアにおいては、これまで国全体とし
ての国民の生活と福祉の質が向上してきたもの
の、特に国の東西における地域格差が生じており、
政府の重要課題として認識されている。国家開発
計画においても重要な政策アジェンダの一つとし
て取り上げられている東部地域開発への貢献とし
て、今後の協力構想を「南スラウェシ州地域開発」
プログラムとして定め、2006年5月に南スラウェシ
州知事と現地ODAタスクフォースの間で合意文
書（ミニッツ）を交わした。
　この評価調査は、過去のJICAを含む日本の協力
案件のスラウェシ地域開発への貢献を確認すると
ともに、このプログラムの戦略性強化に向け、シ
ナリオの改善や成果監理に関する提言を抽出する
ことを主な目的として実施された。

　評価調査の対象は有償資金協力も含むため、国
際協力銀行(JBIC)からも評価検討会の参加を得た
上で、評価調査を実施した。

■評価の枠組み
（１）評価調査の対象
　2005年までに南スラウェシ州で実施された
JICA事業、無償資金協力及び有償資金協力50案件
（以下、「旧案件群」）をこれまでの協力が当該地域
開発へ与えた貢献度を確認する対象とし、2006年
5月の合意文書に記載された18案件(以下「現行プ
ログラム」)を「南スラウェシ州地域開発」プログ
ラムの事前評価の対象とする。
　現行のプログラムは、「都市圏開発」、「地域経済振
興」、及び「社会開発」の3つのサブプログラムから
なり、それぞれを構成する案件は次の通りである。
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（２）評価対象期間
　旧案件群の中でも1995年から2005年までに実施
されたものを重点的評価対象とし、現行プログラ
ムの事前評価として2006年から2015年までを対象
とした。

（３）評価手法
　次の（イ）～（ハ）までの分析に基づき、現行
プログラムに対する提言を抽出する。ただし、旧
案件群の評価と現行プログラムの評価はそれぞれ
別個に行ったが、両者は完全に分断されているも
のではないため、相互の関連性が高いものについ
てはそのつながりに留意しつつ作業を進めた。
（イ）位置付けの確認
　南スラウェシ州の開発戦略及び日本の援助政策
において、旧案件群と現行プログラムがどのよう
な位置づけにあるかを確認する。
（ロ）戦略性の確認
　旧案件群と現行プログラムが一貫性のある戦略
をもって計画・実施されてきたかを確認・検証す
る。
（ハ）貢献の概念に基づくJICAプログラムの評価
　上記（イ）、（ロ）までの分析に基づき、JICAプ
ログラムの開発戦略に対する貢献又はその可能性
を確認するとともに、JICAプログラムに対する提
言、JICAプログラムをより効果的・効率的に計画
・実施していくための教訓を抽出する。

■評価結果
（１）旧案件群の評価
　1994年に策定された日本の対インドネシア「国
別援助基本方針」では、それまでの政策協議、国
別援助研究会の議論を背景に、「公平性の確保」を
援助重点分野のひとつとしており、南スラウェシ
における地域間格差是正に資する旧案件群はこれ
に位置付けられる。
　現行の南スラウェシ州の開発戦略である
「RENSTRA2003－2008」1に各案件を位置付ける
と、旧案件群は、RENSTRAの全ての基本政策に
対応しているが、基本政策を構成する個々の政策
プログラム・レベルでは、協力が限られた少数の
ものにのみ対応しているため、より高次の基本政
策レベルでの開発効果は限定的である。

　旧案件群は、当初からプログラム的な発想で事
業が計画・実施されたわけではないため、高次の
開発目的自体を計画していなかったという問題が
ある。したがって、それぞれの分野を統合した共
通の開発成果に対する貢献を評価することはでき
ないが、そのような中で事後的にではあるが多く
の案件が個別に地域開発の促進に直接的・間接的
に貢献していたと評価できる。

（２）現行プログラムの評価
　現行プログラムは「RENSTRA2003－2008」、及
び中央レベルの中期国家開発計画である
「RPJM2004－2009」に立脚しており、その内容お
よび方向性とは高い整合性を示している。
RENSTRAの基本政策と現行プログラムのサブプ
ログラムがほぼ対応しているが、各案件を位置付
けると、RENSTRAの基本政策の下位に位置付け
られる25個のプログラムのうち、かなり限定され
たものを対象にしていることがわかる。
　また、日本の国別援助計画及びJICA国別事業実
施計画では貧困削減のための支援が明示されてい
ることから、現行プログラムは日本の政策におい
ても明確に位置付けられ、高い支援のコミットメ
ントがあるといえる。
　現行プログラムは3つのサブプログラムから構
成されているが、個々のサブプログラムの目標設
定が不明確なため、その達成手段となる具体的な
事業の位置付けも不明確になっている。同時にサ
ブプログラムが相互にどのように連携しながら、
地域開発プログラムとしての効果発現に寄与しよ
うとしているかについては、現時点では明確では
ない。しかしながら、一定期間内に同じ南スラウ
ェシ州内において都市圏開発、地域経済振興、社
会開発のための多数の事業を並行して実施するこ
とにより、貧困削減に向けたさまざまな相乗効果
を期待できるであろう。
　現行プログラムは州の開発を包括的に捉え、長
期の将来構想の中で経済と社会のバランスの取れ
た発展を目指しており、州の貧困削減への貢献が
期待される。しかし、現行の事業計画のままでは
開発アウトカムに向けた貢献は限定的なものにな
ると見込まれる。
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■提言
（１）サブプログラムの目標設定
　現行のサブプログラム目標があいまいで指標も
設定されていないため、その手段となる必要な事
業を明確にすることができない。そのため、目標
と指標を明確にした上で、現実的に達成が見込め
る事業展開を計画し、個々の事業を特定する必要
がある。
　現在の計画では、プログラム全体としてかなり
野心的な目標設定となっているため、まずは各サ
ブプログラムの当面の目標を明確化し、現実的で
達成が見込める事業展開が必要となる。そこで事
業をいくつかのフェーズに分け、第1フェーズでは
例えば州の組織強化と関連制度の整備、さらに組
織人材の育成等の基本的な能力開発を目標とした
事業計画にすると、より確実かつ実施可能性が高
い内容となることが期待される。

（２）サブプログラム間の連携
　現状ではサブプログラム間での連携事業が明示
されていないが、今後かかる連携をどのように捉
えるのか検討すべきである。サブプログラム間の
連携については、プログラム目標を重視しサブプ
ログラム間で連携を取るように実際の事業を考え
ていくべきか、或いはサブプログラムを単体のプ
ログラムとして捉え、各々の目標をまず達成し、
全体プログラム目標をその後の将来目標として扱
うのかの2つの考え方があるが、評価調査の時点で
は合意に至っていない。

（３）サブプログラム間のバランス
　現行プログラムでは、南スラウェシ州内の地方
と都市部の開発の連携は、地域経済サブプログラ
ムに任されているが、その具体的なシナリオは明
確ではない。地方と都市部の開発の連携を重視す
るのであれば、このサブプログラムをプログラム
全体の中で中心に据え、更なる事業投入を図るべ
きである。そのために、例えば、他の援助機関が
実施しているアグリビジネスを含む中小企業振興
をレビューし、それらとの重複を避けつつ事業を
展開することが望ましい。

（４）プログラム目標
　現行の計画ではプログラム目標と3つのサブプ
ログラムの因果関係が明確でない。地域開発のプ
ログラム目標を「貧困削減」とすることはやや妥
当性に欠け、これを具体的な「経済発展と社会開
発のバランスのとれた発展」とすることを提案す
る。目標を現行どおりとするのであれば、貧困層
の特定と貧困対策へ集中した事業を検討すべきで
ある。
　こうした提言も踏まえ、インドネシア側との協
議に基づき、早急にプログラム目標と明確な指標
を設定し、サププログラムとの関係を明確にすべ
きである。

（５）相手国機関の役割調整と活用
　インドネシアの地方分権化を背景に、地方行政
の実施権限は県と市に与えられ、事業成果を他の
県・市へ広げることが州の役割とされているが、
実情は必ずしもそのとおりには行っていない。地
方分権関連法の実施細則の施行に基づき、各事業
で州、県・市の役割を明確にし、サブプログラム
でのそれぞれの位置付け、プログラムへの関与の
仕方を再考する必要がある。

（６）モニタリングの強化
　プログラム目標が高次に設定されていることか
ら、構成される事業も多岐にわたる。プログラム
を適切に管理するためには、早急に実施管理シス
テムを構築することが不可欠である。具体的に
は、JICAインドネシア事務所を中心として既に立
ち上がっている「東部インドネシア開発支援のた
めの現地支援委員会」との関係を明確にしつつ、
州のカウンターパートをシステムの中心に位置付
け、責任を明確にするとともに協働し、キャパシ
ティ強化につなげることが重要である。
　また、事業の実施状況を把握し、適宜改善する
ためにモニタリング・評価システムを確立するこ
とが重要である。また、案件が大きい現行プログ
ラムの実施にはJICA本部とインドネシア事務所
の関係をより密にすることが不可欠である。
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（２）特定テーマ評価
　　 「プログラム評価「アッパーウエスト州住民の健康改善プログラム」（ガーナ国共和国）」
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■評価調査の背景・目的
　ガーナ国アッパーウエスト州は貧困地域である
北部3州のひとつで、全国10州の中でも子供や妊産
婦の健康状態が悪く、保健医療サービスへのアク
セスや質の向上が課題とされている。それらの課
題解決に向けて、JICAは、2005年度から「アッパ
ーウエスト州住民の健康改善プログラム」を開始
した。この評価調査は、このプログラムの戦略性
強化に向け、シナリオの見直しや運営管理に関す
る提言を抽出することを主な目的として実施され
た。
　なお、プログラムを構成する事業のうち、この
評価調査時点において実施されているのは技術協
力プロジェクトのみであり、プログラムとしての

成果が未だ出ていない段階であったことから、評
価の焦点は「位置付けの確認」と「戦略性（一貫
性・成果）の確認」に置いた。

■評価の枠組み
（１）評価調査の対象
　この評価調査の対象である「アッパーウエスト
州住民の健康改善プログラム（2005－2009年度）」
は、保健医療サービスへのアクセスの向上と住民
による健康改善活動の促進を通じて、アッパーウ
エスト州の住民の健康を改善することを目的とし
ている。プログラムを構成する4事業の概要は下
記の通りである。
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（２）評価対象期間
　２００５年度から２００６年度まで

（３）評価方法
（イ）位置付けの確認
　ガーナ国の開発戦略及び日本の援助政策におい
て、JICAプログラムがどのような位置付けにある

かを確認する。
（ロ）戦略性（一貫性・成果）の確認
　JICAプログラムが一貫性をもって計画・実施さ
れてきたかを確認するとともに、プログラムがど
のような成果を上げているかを検証する。
（ハ）貢献（可能性）の確認及び提言・教訓の抽出
　上記（イ）、（ロ）までの分析に基づき、JICAプ
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ログラムの開発戦略に対する貢献又はその可能性
を確認するとともに、JICAプログラムに対する提
言、JICAプログラムをより効果的・効率的に計画
・実施していくための教訓を抽出する。

■評価結果
（１）位置付け
　「対ガーナ国別援助計画」及びJICAの対ガーナ
「国別事業実施計画」に照らし合わせて重点課題に
取り組んでいる。また、ガーナ国の「第2次国家保
健セクター 5か年計画」及び「第2次ガーナ貧困削
減戦略」との高い整合性が認められるだけでなく、
当該国の優先分野に対しても支援を行っている。

（２）戦略性
（イ）計画
　現行プログラムの策定にあたっては、個々の構
成案件（無償資金協力、技術協力プロジェクト、
青年海外協力隊）の採択後、担当3部合同で予備調
査団を派遣し、案件間の有機的な連携を勘案する
など、戦略性を高めるための努力が払われている。
しかし、「問題分析～目的分析～問題解決のために
有効な案件の有機的な組合せの選択」という形成
プロセスを経ていないため、プログラムを構成す
る各案件の目標とプログラム目標との間に論理的
飛躍が見られる。
　このような戦略上の問題が生じた原因として
は、ガーナ国の保健セクターの開発課題に対する
共通の枠組みのなかで、このプログラムがどの分
野においてどの援助機関とどのように連携し、ど
のような役割を果たしながら開発戦略目標達成を
するかという検討や、これに関するガーナ政府お
よび援助機関との協議が十分でなかったことが考
えられる。
（ロ）成果
　プログラムの構成案件である技術協力プロジェ
クトは、順調に進捗していることが確認された。
技術協力プロジェクトがプログラム目標達成のた
めに果たす役割は大きく、プロジェクトの成果を
プログラム目標の達成に繋げるためには特にプロ
ジェクト期間中の自立発展性の確立・強化が鍵と
なる。
（ハ）開発戦略への貢献
　このプログラムは、ガーナ開発戦略との整合性
を図っており、開発戦略への貢献が期待されるが、
その貢献度をより高めていくためには、プログラ
ム目標レベルの見直し、日本の他スキーム及び他

ドナーとの連携・協力により、上記（イ）で指摘
された戦略性の論理的飛躍を補完することが望ま
しい。

■提言
（１）プログラム目標の達成度を高めるための
方策

　現行のプログラム目標は、その評価指標がミレ
ニアム開発目標を意識したものとなっており、よ
り上位かつ長期的な目標として設定することが適
切であるため、このプログラムの目標を現行のセ
クターレベルから、サブセクターレベルの「アッ
パーウエスト州の住民が良質のプライマリーヘル
スケアを享受できるようになる」に変更すること
を提案する。
　また、同目標を達成するために戦略的なプログ
ラムのシナリオを再設定する必要がある。考慮す
べきは、第一に現行のプログラムの各案件間の連
携を強化すること、第二にJICA以外の日本の援助
スキームとの連携・協力によってシナリオを補完
することである。

（２）ガーナ開発戦略目標達成への貢献度を高
めるための方策

　JICAプログラムが位置づけられているガーナ
開発戦略目標を達成するためには、上記（１）に加
えて、他援助機関との連携・協力の必要性が挙げ
られる。アッパーウエスト州で協力を実施してい
るUNICEF及びUNFPAと連携して、「保健サービス
へのアクセスの改善」という共通の目的に向けた
援助枠組みのなかでJICAプログラムのシナリオ
を見直すことである。
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（３）プログラムの実施・運営に関する提言
　プログラムは複数の事業を束ね、他援助機関と
の協力を推進して初めて目標が達成されるもので
あり、そのための実施体制の整備が不可欠である。
このプログラムのアッパーウエスト州のように首
都から離れた特定の地域を対象にする場合、現地
の既存リソースを有効活用し、プログラムを総括

する機能を構築することが重要である。この他、
目標達成のために必要な課題として、青年海外協
力隊と技術協力プロジェクトをつなぐ調整役の配
置、現地の既存の計画及びモニタリング機能の活
用、ガーナ政府や他援助機関のJICAプログラムへ
の認識を向上させるための活動等が挙げられる。

■協力の背景と概要
　中国では急速な経済発展と工業施設及び交通量
の増加により、労働災害・交通事故が急増し、身
体障害者数は約6,000万人に達しているといわれ
ている。このような状況のなか、中国衛生部によ
り「総合病院リハビリテーション医療管理に関す
る規定」が制定され、大型総合病院を対象に、リ
ハビリテーション科の設置と理学療法士、作業療
法士の配置が義務づけられた。しかし、これらリ
ハビリテーション従事者の不足が顕著となってお
り、人材養成とそれを担う講師陣の育成が急務と
なっている。中国リハビリテーション研究センタ
ー（以下、センター）は、1980年代後半に中国障
害者福祉基金会（中国障害者連合会の前身）と日
本国政府の協力のもとにリハビリテーション分野
の臨床、研究、教育を担う総合機関として開設さ
れ、リハビリテーション従事者の人材養成を行う
基盤が整えられた。センターは積極的に中国全土
においてリハビリテーション従事者に対し専門的
な研修を実施してきたが、中国のリハビリテーシ
ョン事業の需要を満たすには教育の質および量と
も不十分である。そこで、1997年、このセンター
及び中国障害者連合会はセンター内にあらたに設
置される養成学校に対するこのプロジェクトの実
施を日本国政府に要請した。これを受けて、2001
年11月から5年間の技術協力プロジェクトが開始
された。

■評価結果
（１）妥当性
　中国政府は2002年に定めた戦略目標において、
「2015年までに、障害者はだれでも必要なリハビリ
テーションサービスを享受できる」という基本方
針を掲げている。その一方で、リハビリテ－ショ
ン専門職の人材不足、リハビリテ－ション人材養
成を行う教員の質・量の不足という問題を抱えて
いる。そのなかで、このプロジェクトは教員養成
の支援を行うものであり、ニーズは高いといえる。
　また、社会的弱者支援のための人材養成をめざ
すこのプロジェクトは、「人間の安全保障」の概念
にも合致する。外務省の「対中国経済協力計画」
（2001年）では、社会的弱者対策、人材養成への支
援を掲げているが、このプロジェクトは、障害者、
高齢者を含め社会的弱者の社会復帰に貢献するも
のであり、上記の流れにそったものといえる。
（２）有効性
　このプロジェクトの有効性は高いといえる。国
際基準にそったカリキュラムによる教育を受けた
38名が2006年夏に卒業すること、今後も継続的に
卒業生が輩出されると予測されることから、質の
高い理学療法士や作業療法士を養成できるように
なったと判断される。しかし、教育内容、教員の
質および量についてはさらに強化されるべきとの
指摘がある。また、このプロジェクトの活動から

２ . ４ . ３　プロジェクト・レベル評価（終了時評価の一例）
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得られた成果は、すべて目標達成に有効に貢献し
ている。
（３）効率性
　日本側及び中国側の投入は、すべてプロジェク
ト活動に有効に活用され、成果の発現に貢献して
いる。成果はおおむね計画どおり達成されてお
り、プロジェクトの効率性は確保されている。な
お、投入の量、質、タイミングについては、一部
の機材に遅れがあったり、日本人専門家の派遣期
間の制約によりチーフアドバイザーが数か月ごと
に交代したりするなど、中間評価において若干の
問題点が指摘されたが、専門家間での引き継ぎの
徹底や反復派遣などの改善策がとられ、プロジェ
クト後半においてはおおむね問題はなかった。
（４）インパクト
　今後、プロジェクトの成果を受け、毎年卒業生
が輩出され人材育成がますます進めば、理学療法
士や作業療法士によるサービスの提供が中国全土
で進展すると思われる。ただし、スムーズな人材
育成と地方への人材配置の具体化が課題となる。
その他の波及効果として、中国政府によるリハビ
リテーション治療師の国家資格導入の動きがある
ほか、いくつかの大学や専門学校にリハビリテー
ション医学関連コースの設置や強化の動きがひろ
がり、本プロジェクトで作成されたカリキュラム
が参考にされたり、教材が使われたりしているこ
となどが挙げられる。なお、マイナスのインパク
トは予測されない。
（５）自立発展性
　自立発展性はかなり高いと判断されるが、教材
の見直しや教員能力の向上、教育機関としての教
育管理面の強化に関し、中国側は引き続き努力を
継続する必要がある。

■貢献要因
　プロジェクト開始前には、リハビリテーション
専門職養成のための4年制教育課程の許可はまだ
得られていなかったが、2002年2月に首都医科大学
リハビリテーション医学院に教育課程を設置する
ことで国家教育部から認可が下りた。早期に許可
が下りたことで、2002年9月からの学生募集が可能
になった。
　また、直接の活動ではないが、日本の学生がこ
のセンターで臨床教育を行ったことで、リハビリ
テ－ション医学院の教員が臨床教育の実例を視察
できただけでなく、学生による症例報告会の開催、
卒業研究の実施に積極的になった。

■阻害要因
　2003年春、新型肺炎（SARS）の影響で活動がお
よそ２か月半中断した。第1期本邦研修員が帰国
し、本格的に活動に参加しようとする重要な時期
での中断で進捗に遅れが生じた。その後の関係者
の努力により進捗遅延を挽回し、結果、おおむね
計画どおりの進捗となっている。
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２ . ４ . ４　過去の評価結果に対するフォロー 
　　　 アップ状況

　ここでは、過去の類似プロジェクトの評価結果
から得られた教訓が、ほかのプロジェクトの計画・
実施の改善に活用された事例を紹介します。

１．教訓を抽出した評価
　インドネシア「スラウェシ貧困対策支援村落開
発計画」（1997－2002年）（以下、スラウェシ村落開
発計画）は、「南スラウェシ州において適用可能な
参加型社会開発モデルが開発される」ことをプロ
ジェクト目標として、同州タカラール県の4つのモ
デル村を対象に、住民のニーズに即した参加型村
落開発支援のための行政支援システム（SISDUK）
の開発、SISDUKに携わる人材を育成するための
「参加型地域社会開発」（PLSD）研修の開発と実施、
およびSISDUKのもとでの住民参加による村落開
発事業の促進などの活動を行ないました。地域住
民と行政が協働するこのモデルは、その有効性が
県政府および県議会に認められ、SISDUKはプロ
ジェクト終了以前に県条例として法制化されまし
た。その結果、プロジェクト終了後の2002年から、
SISDUKは県政府の独自予算により県内全域73村
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を対象に実施されることになりました。また、
SISDUK事業は、近隣の他県にも積極的な影響を
与え、類似した事業が拡大しています。
　「スラウェシ村落開発計画」では、高い自立発展
性と大きなインパクトが評価されています。その
要因として、当初からモデルの定着と普及を念頭
に置き、NGOや地域大学などを含む幅広い関係者
に働きかけて、協働モデルの構築やそのためのし
くみづくりに十分な時間をかけたことが挙げられ
ます。この案件の終了時評価で抽出された教訓に
は、こうした「社会的準備」、「幅広い関係者の巻き
込みと人材育成」、「モデルの定着と普及のための
しくみづくり」、「モデル村選定にかかわる留意
点」、「開発されたモデルの自立発展性への取組」に
関する事項が掲げられており、ガバナンス、村落
開発、貧困削減にかかわる事業において活用され
ています。

２．教訓を活用したプロジェクト
　パキスタン「パンジャブ州地方行政能力向上プ
ロジェクト」（2004－2007年）は、CCB事業＊に関す
る業務改善及び行政官の能力開発を通じて、透明
性・効率性の高い行政サービスの運営が行われる
ことを目指し、地域コミュニティ及び地域住民の
ニーズ・問題点の把握、地方行政運営の改善点の
把握、CCB事業改善計画の策定、プロジェクト活
動に必要な技術及び知識の習得という4つのアウ
トプットを設定しました。CCB事業は、地方開発
において住民組織の参加を促す新しい行政サービ
スとして期待されていましたが、地方政府レベル
での具体的なCCB事業実施手順が確立されていな
いことや、事業実施に関して住民と行政の間に強
い不信感がある、地方政府内での手続きが不明確
なためCCB予算の執行が遅れている等の理由から
適切に機能していませんでした。
　住民参加型の開発モデルであるCCB事業と
SISDUKは、住民と行政による協働作業とするコ
ンセプトが類似していたため、パンジャブの案件
では、スラウェシの教訓をプロジェクトの計画・
立案および実施に活用しました。プロジェクトで

は、まず「社会的準備」に注意を払い、2年半のプ
ロジェクト期間のなかで、地域や住民の状況、ニ
ーズ、問題点を行政官が把握するための時間を比
較的長くとりました。この過程で行政官は、地域
や住民への理解が深まり、地域住民に対する意識
の変化が見られました。また、「幅広い関係者の巻
き込みと人材育成」の観点から、地域のNGO・民
間企業・病院・学校関係者等とのミーティングを
実施し、CCB事業の広報と協力要請を行いました。
さらに住民と行政官をつなぐ地域のコーディネー
ターを育成し、CCB事業の実施体制に試験的に組
み込んだところ、住民のニーズの把握・プロポー
ザルの作成等を支援するなど、事業の推進に効果
があることが確認できました。加えて彼らの役割
は、双方の情報の流れをよくすることにも貢献す
るなど、地方行政と地域住民との連携を改善する
上で有効に機能し、スラウェシにおけるNGOと類
似した役割を果たしました。
　さらに、住民がCCB事業を実施する上で、「モデ
ルの定着と普及」を念頭に置き、状況の異なる10
村をモデルサイトとして設定したことは、パンジ
ャブ州に適応する汎用的なモデルを構築すること
に役立ち、CCB事業普及の有効性を高めることに
もつながりました。

�

����������	
����
	���
������������������� !�"#$%&'()*+,-./012�34�5���
�������	
��
�������
����	
������������ !"�����#�$%&'���
�������	
��
������

���������	

������
	�������
����������




